
      

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

2023 

愛媛労働  

毎月 15 日に愛媛県内の労働に関する情報をお届けしています。 
(15 日が土日祝日の場合は、前営業日となります。) 

～役立つ愛媛の労働情報～ 

令和５年 6 月号 
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資金使途は、離職によって、本人又は離職者が

扶養する者の生活に必要となる資金。 

○ 金利／年０．３％ 

（別途、保証料がかかります。） 

○ 返済期間／５年以内 

（６ヶ月以内の元金返済据置可能） 

○ 限度額／１００万円（離職者一人につき） 

○  保証／保証機関の保証及び連帯保証人１名が

必要です。 

○  必要書類／住民票、市町村県民税（所得・課税）

証明書等主として申込人の収入によって世帯の

生計を維持していたことを証する書類、その他審

査に必要な書類 

 

 

資金使途は、本人又は休業者が扶養する者の生活

に必要となる資金。 

○ 金利／年０．３％ 

（別途、保証料がかかります。） 

○ 返済期間／５年以内 

（６ヶ月以内の元金返済据置可能） 

○  限度額／１００万円（休業者一人につき） 

○  保証／保証機関 

○ 必要書類／住民票、市町村県民税（所得・課税）

証明書等主として申込人の収入によって世帯の

生計を維持していたことを証する書類、その他

審査に必要な書類 

 

       

 

 

 

≪概要≫ 

離職されて求職活動を行っている方、または休業中の勤労者の生
活安定に資することを目的とした融資制度です。 

 

≪お申込み可能な方≫ 
離職後、求職活動を行っている方、または、休業中の方で、かつ、以

下の全てに該当する勤労者が対象です。 
 
〇 原則として、愛媛県内に住所を有し、かつ、その期間が引き続き

1年以上であること。 
〇 原則として、18歳以上65歳以下であること。 
（離職者の方） 

・ 離職前において、原則として引き続き1年以上同一事業所に勤務してい

たこと。 

・ 離職前において、主としてその収入によって、世帯の生計を維持してい

たこと。 

・ 離職の原因が、懲役以上の法定刑に当たる行為でないこと。 

（休業者の方） 

・ 原則として引き続き1年以上同一事業所に勤務していること。 

・ 主としてその収入によって、世帯の生計を維持していたこと。 
 

 

 

 

離職者等緊急生活資金のご案内 

離職者緊急生活資金 休業中の緊急生活資金 
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労働問題でお悩みの方は、 

中小企業労働相談所をご利用ください。 

 

各中小企業労働相談所では、相談員が相談をお受けするほか、関係機関

への紹介等も行っています。（労働者の方、使用者の方、どちらの相談に

も応じます） 

また、中予地方局に設置している松山中小企業労働相談所では、毎月２

回（原則、第一・第三金曜日の１０時から１５時）労働問題の専門家であ

る社会保険労務士による相談も実施しています。 

いずれも相談料は無料で、秘密は厳守しますので、お気軽にご利用くだ

さい。 

電話での相談もお受けしています。 

 

【愛媛県中小企業労働相談所】 

 

相談所 所在地 受付時間 電話番号 

西条中小企業労働相談所 

（東予地方局商工観光課内) 

〒793-0042 

西条市喜多川796-1 

月曜から金曜 

8時 30分から 

17時 15分 

0897-56-1300 

（内線465） 

今治中小企業労働相談所 

（東予地方局今治支局商工観光室内） 

〒794-8502 

今治市旭町1-4-9 

月曜から金曜 

8時 30分から 

17時 15分 

0898-23-2500 

（内線318） 

0898-22-8598 

（直通） 

松山中小企業労働相談所 

（中予地方局商工観光課内） 

〒790-8502 

松山市北持田町132  

月曜から金曜 

8時 30分から 

17時 15分 

089-909-8760 

（直通） 

宇和島中小企業労働相談所 

（南予地方局商工観光課内） 

〒798-8511 

宇和島市天神町7-1  

月曜から金曜 

8時 30分から 

17時 15分 

0895-28-6146 

（直通） 

八幡浜中小企業労働相談所 

（南予地方局八幡浜支局商工観光室内） 

〒796-0048 

八幡浜市北浜1-3-37 

月曜から金曜 

8時 30分から 

17時 15分 

0894-22-4111 

（内線234） 

中小企業労働相談所のご利用について 

tel:0897561300
tel:0898232500
tel:0898228598
tel:0899098760
tel:0895286146
tel:0894224111
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愛媛中央産業技術専門校 オープンキャンパスの開催について 

 愛媛県立産業技術専門校では高校を卒業した方や再就職を希望する方などを対象に、専門的な知識や技能を身につける 

職業訓練を実施し、県内ものづくり産業への就職を支援しています。 

 愛媛中央産業技術専門校で、校内見学や技能体験ができるオープンキャンパスを開催しますので、ぜひご来校ください！ 

概要 

 

開催日時：令和５年６月17日（土）9：00 ～ 12：00 

開催場所：愛媛中央産業技術専門校（今治市桜井団地4-1-1） 

参 加 料：無料 

対 象 者：高校生、既卒者、一般、保護者の方  々

コンテンツ：施設見学、カリキュラム説明、技能体験 

＜技能体験一覧＞ 

◆今治タオルものづくり科              ◆服飾モード科 

タオルプリント体験（定員５名）           リラックスパンツづくり（定員５名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ビジネスデザイン科                ◆設備エンジニア科 

Tシャツデザイン（定員１０名）           アクリルスマホスタンドづくり（定員５名） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オープンキャンパスへの参加を希望される方は、愛媛中央産業技術専門校までお電話をお願いします。 

愛媛中央産業技術専門校 TEL 0898-48-0525 
 
その他のお問い合わせについても、愛媛中央産業技術専門校へお問い合わせください。  

申し込み方法 

 

開催内容 
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○愛媛県では、「優秀勤労障がい者」の知事表彰を行っています。 

 

 

 

 

 

 

○ご本人のためにもご推薦ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○表彰式があります。（予定） 

 

 

 

 

本表彰の趣旨をご理解いただき、積極的なご推薦をお願いいたします。 

 

 愛媛県では、一般の事業所に勤務されている障がい者の方で、その障がいを克

服し、「職業人」として活躍されている方を、「優秀勤労障がい者」として表彰し、

そのご努力を広く県民に周知することで、ご本人をはじめ、障がい者の方の労働意

欲の向上を図り、ひいては障がい者の雇用促進につなげたいと考えております。 

 障がい者の方のこれまでのご努力に対する表彰であり、ご本人の励みにもなり

ますので、積極的なご推薦をお願いします。 

推薦期限・・・令和５年８月１８日（金） 

 推薦方法・・・「推薦書」に必要事項をご記入の上、障害者手帳又は療育手帳の

コピーを添付して、下記住所宛てにご郵送ください。（推薦書の

様式は、県のＨＰに掲載しています。検索→「愛媛県 優秀勤

労障がい者知事表彰」） 

※ 推薦いただいた方全員が表彰されるものではありません。なお、受賞された方にのみ

ご連絡いたしますのでご了承ください。 

※ これまでに推薦いただいた方で、未受賞の方を、再度、推薦いただくことも可能です。 

※ 同一事業所からの受賞者は、各年度１名のみとなりますのでご了承ください。 

推薦に当たっては、必ずご本人の了解を得て、推薦してください。 

また、受賞者は表彰式の後、県のホームページ等で、氏名・勤務先が公表さ

れますのでご了承ください。 

 令和５年１０月開催予定の「高齢・障がい者雇用フェスタ in えひめ」において、

表彰式を実施します。（愛媛県県民文化会館） 

（お問合せ先、推薦書送付先） 

〒790-8570 松山市一番町４丁目４－２ 愛媛県産業人材課 

 TEL：089-912-2505 FAX：089-912-2508 E-mail：sangyoujinzai@pref.ehime.lg.jp 

 

「優秀勤労障がい者」知事表彰の推薦募集中！ 
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≪概要≫ 

愛媛県では、女性が自らの能力を発揮して正社員として活躍でき
るよう、「えひめの女性おしごと応援プロジェクト」を展開中！ 

本プロジェクトでは、「事業者向け支援」、「女性求職者向け支援」、「紹介予定派遣制

度を活用した支援」の３つの支援を通じて、女性の良質で安定的な就労の実現や人手

不足に悩む県内企業の人材確保をサポートします。 

≪プロジェクトの内容≫ 

【事業者向け支援】 

○ダイバーシティセミナー（ZOOM オンライン開催） 

 7 月 5 日（水）14：00～16：00 

○中小企業診断士等の専門家派遣 

【女性求職者向け支援】 

○ｷｬﾘｱﾌﾞﾗﾝｸ者の職場復帰支援セミナー 

○県内企業の魅力発見セミナー 

○職場見学・マッチング交流会 などを予定 

【紹介予定派遣制度を活用した支援】 

○就職に必要なビジネススキル等の習得支援 

○キャリアコンサルタントによる職業相談 

○人材マッチングの支援 

≪専門家派遣による受入環境整備支援のご案内≫ 

 

 

 

 

 

 

 

【お問い合わせ先】（TEL）089-947-0038 （メール）ehime-seikikoyou@crie.co.jp 

 
 

  

 

「えひめの女性おしごと応援プロジェクト」展開中！ 

専用サイト 公式 LINE 

https://ehime-
joseikoyoushien.jp 
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≪概要≫ 

 
愛媛県では、県内産業を支える中核人材となる大学生等の県内定
着やＵＩＪターン就職を促進するため、県内の登録企業に就職し
た場合に、県と登録企業が出捐した基金により、奨学金の返還を
助成する制度（愛媛県中核産業人材確保のための奨学金返還支援
制度）の登録企業を募集しています。 
 
本制度の趣旨に賛同いただける県内企業のみなさまは、 
ぜひご登録をお願いします！ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
～詳細はコチラ（県 HP）～ 

https://www.pref.ehime.jp/h30580/syougakukinn/kigyoubosyu.html 

 
≪登録申請≫ 

登録申請フォームから電子申請をお願いします。 

（登録申請フォーム URL） 

https://logoform.jp/form/XG6n/kigyoutourokushinsei 

愛媛県中核産業人材確保のための奨学金返還支援制度 
登録企業を募集しています！ 

https://www.pref.ehime.jp/h30580/syougakukinn/kigyoubosyu.html
https://logoform.jp/form/XG6n/kigyoutourokushinsei


l

l

l
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≪概要≫ 

愛媛県では、意欲ある女性のデジタルスキルの習得を支援し、良
質で安定的な雇用につなげるため、県内での正社員就職を目指す
女性求職者を対象とした「えひめの女性デジタルスキル de 就職
応援プログラム」を実施します。 
 
ご自宅にてオンラインで受講できる e-ラー

ニング教材により企業が求める実践的なデ

ジタルスキルを身に付けていただき、就職活

動のサポートなど伴走支援を行いながら、県

内での正社員就職に向けたきめ細かなサポ

ートを行うプログラムです。 

 

≪受講者募集≫ 

１．プログラムの内容 

〈e-ラーニングカリキュラム〉 

   ・デジタル基礎 ・マーケティング基礎 ・情報セキュリティ 

   ・HP 制作 ・SNS マーケティング ・動画制作 等 

   ※お申込みいただいた後に面談を行い、ご希望や適性等をふまえてカリキュ

ラムを設定します。 

  〈その他〉 

   ・受講上の相談対応 ・受講者同士の交流会 

・キャリアサポート（就職相談） 

２．受講対象 愛媛県内での正社員就職を目指す女性 

３．受 講 料 無料 

４．申 込 み 下記専用サイトから（令和５年６月 30 日まで） 

５．専用サイト https://eis-reach.com/r5_digital_skill/ 

                 詳細・お申込みはコチラ → 

「えひめの女性デジタルスキル de 就職応援プログラム」 
受講者を募集します！ 
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○対象企業 

県内に事業所を有する中小企業等 

 

○実施内容 

・アドバイザーによるヒアリングや診断テスト等の実施 

・デジタル人材育成プログラム案の作成・提案 

・デジタル人材を育成するための研修の提案 

 

〇申込みはコチラ（特設サイト） 

https://ehime-dx-advisor.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○対象経費 

・ＤＸ推進を目的とした研修受講料、教材費 

・ＩＴパスポート取得のための講座受講料、受験料 
 
○補助率 

対象経費の 1/2 
 
〇補助限度額 

１社当たり４５万円（１人当たり１５万円を上限）  
 
〇詳細はコチラ（県ＨＰ） 

https://www.pref.ehime.jp/h30580/dx-

jissen-hojyo.html 

 

 

≪事業概要≫ 

業務効率化や新事業創出等による競争力強化のため、ＤＸに向
けた取組みを実践できる人材を育成することが求められています。 
そこで、愛媛県では専門家（アドバイザー）を派遣しＤＸを実

践できる社内人材育成に向けたプログラムの構築を支援するとと
もに、ＤＸ実践に向けた知識、技能の習得やデジタルリテラシー
の向上など、社員のリスキリングを目的として実施する研修に要
する経費を補助することとし、募集を開始しました。  
≪募集概要≫ 
 
 

 

中小企業ＤＸ実践人材育成支援事業の募集を開始しました 

ＤＸ実践人材育成プログラム構築アドバイザー派遣 ＤＸ実践人材育成支援事業費補助金 

https://ehime-dx-advisor.jp/
https://www.pref.ehime.jp/h30580/dx-jissen-hojyo.html
https://www.pref.ehime.jp/h30580/dx-jissen-hojyo.html




愛媛県DX実践人材育成
支援事業費補助金

愛媛県DX実践人材育成
支援事業費補助金
愛媛県内に本社、支社、支店、事業所等を有する事業者

県内企業がＤＸの取組みを実践することのできる社内人材を育成することで、ＤＸによる
生産性向上や新規事業創出等を促進し、県内産業の更なる活性化を図ることを目的としています。

〒790-8570　松山市一番町四丁目４番地２   愛媛県 経済労働部 産業支援局 産業人材課

対象事業者

対象経費

募集期間

交付申請の方法

補助率及び
補助限度額

目　　的

本事業に
ついての
連絡先 ＴＥＬ：089-912-2506（直通）

令和5年度

社内でDX研修を

進めようとしているが、
費用が高くて困っている企業様へ！

社内でDX研修を

進めようとしているが、
費用が高くて困っている企業様へ！

●ＤＸ推進を目的とした研修受講料、教材費●ＩＴパスポート試験の受験手数料、対策講座受講料

●補助率：補助対象経費の1/2  ●補助限度額：1社当たり45万円（1人当たり15万円を限度）

募集期間内に必要書類を愛媛県経済労働部産業支援局産業人材課に提出（持参、郵送、メール）

●第1回 令和5年5月31日㈬から令和5年6月30日㈮まで
●第2回 令和5年7月3日㈪から令和5年8月31日㈭まで
●第3回 令和5年9月1日㈮から令和5年10月31日㈫まで

ＨＰ：https://www.pref.ehime.jp/h30580/dx-jissen-hojyo.html
E-Mail：sangyoujinzai@pref.ehime.lg.jp

※応募者多数の場合は、ＤＸの取組方針、ＤＸ実践人材の育成方針等を踏まえ、予算の範囲内で交付決定を行います。
　また、申請額の合計が予算額に満たない場合は、令和５年１１月以降に追加募集を行う場合があります。

※その他詳細は、県ＨＰ掲載の交付要綱等をご参照ください。
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≪会議関係≫ 

○    ５月 26日 第 1218回愛媛県労働委員会総会 

「争議行為の予告について」など７件 
 
 
 

≪個別的労使紛争関係≫ 
   
○ 労働相談 

 
  相談者数 相談件数 

５ 月 ２０ ３９ 

累計（４月～） ４５ ８７ 

※相談者数と相談件数は、相談事項が複数にわたることがあるため一致しない。 

 
 

 

労働委員会の窓（令和５年５月分） 



厚生労働省が設置した労災特別介護施設

ケアプラザは、労働災害により重度（原則、障害等級１級から３級

まで） の障害を負った皆様のために厚生労働省が設置した労災特別介

護施設です。

当ケアプラザは、 全国の８施設の中で、 最も新しい施設で、 敷地面

積約７,０００坪、地上３階建て建物約３,５００坪、定員９ ０名です。

施設は、 大小の島々が浮かぶ瀬戸内海のほぼ中央の海岸近くにあり

ます。気候は非常に温暖で、比較的台風の被害も少なく、太平洋側と

較べると雨も少ない所です。

所在する新居浜市は、 愛媛県の中でも東部に位置し、 施設は市内東

部にあります。最寄りの医療機関としては、通院バスで１ ５分～ ２ ０

分くらいの所に愛媛労災病院などがあります。 市内中心部へも同程度

の所要時間です。

愛媛県は「みかん王国」と言われますが、所在する新居浜市は、「住

友」の発祥の地であります。元禄年間（１ ６ ９ １年）に「別子銅山」

が開坑し、工業都市として発展してきました。



愛媛労災特別介護施設（ケアプラザ新居浜）のご案内 
 

１ ケアプラザ新居浜とは 

ケアプラザ新居浜は、労災事故により重度な障害をこうむられた方々に、安心してい

きいきとした生活を営んでいただくため、厚生労働省が全国８か所に設置した介護施設

で、四国では新居浜市に設置されているものです。 

ケアプラザ新居浜は、平成13年以降20年にわたり、一般の高齢者介護施設などで

は対応が難しいとされている、せき髄損傷、けい髄損傷、頭部外傷等の傷病・障害の特

性に応じた適切で専門的な介護サービスを24時間体制で提供することについて、豊富

な経験と実績を有しています。 
 
２ 入居ができる方は 

ケアプラザに入居できるのは労災年金受給者で、障害等級又は傷病等級が１級から３

級に該当し、居宅において介護が困難と認められる方です。 

なお、60歳以上で障害等級４級程度に該当する方等で、居宅での介護が困難な場合

は、特例的に入居が認められる場合があります。 
 
３ 定員や介護サービスは  

 ケアプラザ新居浜は、定員90人（個室70室、多床室4人×5室）で看護師と介

護士が交替制により、入居者の障害・傷病の状態にあわせて、食事介助、排せつ介助や

入浴介助など日常生活の介護サービスを提供しています。また、リハビリ専門職によ

るリハビリテーションも行っています。 

居室（個室）は約30m2の広さで、ベッド、バス（一部シャワー）、トイレ、洗面所、

簡易なユニットキッチン、ナースコール（通報装置）等を完備しています。 
 
４ 入居の費用は 

 入居に要する費用は、施設利用料（いわゆるホテルコスト）と介護費の合算額となり

ますが、介護費については、同額の介護（補償）給付が厚生労働省から後日支給される

ため、入居者の方の実質的な負担はありません。 

年収（代表例） 

施設利用料（月額）（個室の例） 

扶養親族なし       
扶養親族１人 
（42％減額） 

扶養親族２人 
（53％減額） 

扶養親族３人以上 
（58％減額） 

1,200,000 円 57,000   33,000    33,000      33,000 

1,600,000 円 72,000   42,000    42,000 33,000 

2,000,000 円 105,000 57,000    42,000 42,000 

2,800,000 円 140,000    72,000    57,000 57,000 

3,000,000 円 160,000    89,000    72,000 57,000 

3,400,000 円 180,000   105,000    72,000 72,000 

 
５ 入居者の募集 

現在、入居者を募集しておりますので、労災

年金を受給されている方から施設入所の相談

がありました際には、選択肢の一つとしてご紹

介いただければ幸いです。 

名  称：愛媛労災特別介護施設(ケアプラザ新居浜) 

所 在 地：愛媛県新居浜市阿島１丁目３番12号 

問合せ先：TEL(0897)67-1122〔担当〕総務課 
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７月１日から令和５年度「全国安全週間」が始まります 

～今年度のスローガンは「高める意識と安全行動 築こうみんなのゼロ災職場」～ 

 

 

厚生労働省及び愛媛労働局は、７月１日から７日までの１週間、 

高める意識と安全行動 築こうみんなのゼロ災職場 

をスローガンに掲げて、「全国安全週間」を全国一斉に展開します。 

 

労働災害は、長期的には減少しているものの、近年は増減を繰り返しながら

も、増加傾向にあります。 

県内における令和４年の死亡者数は 12 人と、新型コロナウイルス感染症を除

いた令和３年の８人から４人増加しています。また、新型コロナウイルス感染

症を除いた県内における令和４年の休業４日以上の死傷者数は 1,517 人と、令

和３年の 1,556 人から 39 人減少していますが、未だ高止まりの状況にありま

す。 

特に、転倒や腰痛といった労働者の作業行動に起因する死傷災害や墜落・転

落などの死亡災害が依然として後を絶ちません。 

そこで、令和５年度の「全国安全週間」では、労働災害を少しでも減らし、

労働者一人一人が安全に働くことができる職場環境を築くためには、本年３月

に策定した愛媛第 14 次労働災害防止推進計画に基づく施策を着実に推進するた

めの不断の努力が必要であり、特に初年度となる令和５年度においては、労使

一丸となった取組が求められることを呼びかけることとしています。 

愛媛労働局では、安全衛生に係る表彰、労働局長によるパトロールを実施す

るほか、県内の各労働基準監督署では事業場に対するパトロールを実施し、全

国安全週間を契機とした労働災害防止の徹底を図ることとしています。 

また、各事業場では、７月 1日（土）から７日（金）の全国安全週間に向け

て、６月１日（木）から 30 日（金）までを準備期間として、各職場における巡

視やスローガンの掲示、労働安全に関する講習会の実施などの取組を行うこと

とされています。 
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【令和５年度（第 96 回）全国安全週間の取組概要】 

 

１ スローガン 

高める意識と安全行動 築こうみんなのゼロ災職場 

２ 期間 

  ７月１日から７月７日（準備期間：６月１日から６月 30 日） 

 

３ 期間中における愛媛労働局、各労働基準監督署の実施事項 

① 安全衛生に係る表彰（愛媛労働局長表彰） 

日時：７月３日（月）午後１時 30 分～ 

場所：愛媛労働局 

② 愛媛労働局長による現場パトロールの実施 

③ 全国安全週間の取組の周知啓発 

 各労働基準監督署の管轄地域において、労働災害防止団体と連携し、

「全国安全週間説明会」開催する。 

④ 各労働基準監督署による事業場の個別指導等の実施 

 



事業主のみなさまへ

障害に関係なく、希望や能力に応じて、誰もが職業を通じた社会参加のできる「共生社会」実現

の理念の下、全ての事業主に、法定雇用率以上の割合で障害者を雇用する義務があります。

この法定雇用率の引上げと、障害者雇用の支援策の強化についてお知らせいたします。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

障害者の法定雇用率引上げと支援策の強化について

令和５年度 令和６年４月 令和８年７月

民間企業の法定雇用率 ２.３％ ⇒ ２.５％ ⇒ ２.７％

対象事業主の範囲 43.5人以上 40.0人以上 37.5人以上

◆ 毎年６月１日時点での障害者雇用状況のハローワークへの報告

◆ 障害者の雇用の促進と継続を図るための「障害者雇用推進者」の選任（努力義務）

障害者の法定雇用率が段階的に引き上げられます。（令和６年４月以降）
Point
①

▶障害者を雇用しなければならない対象事業主には、以下の義務があります。

LL050301雇障01

除外率が、各除外率設定業種ごとにそれぞれ10ポイント引き下げられ、令和７年４月１日から以

下のように変わります。(現在除外率が10％以下の業種については除外率制度の対象外となります。)

除外率設定業種 除外率

・非鉄金属第一次製錬・精製業 ・貨物運送取扱業（集配利用運送業を除く） ５％

・建設業 ・鉄鋼業 ・道路貨物運送業 ・郵便業（信書便事業を含む） １０％

・港湾運送業 ・警備業 １５％

・鉄道業 ・医療業 ・高等教育機関 ・介護老人保健施設 ・介護医療院 ２０％

・林業（狩猟業を除く） ２５％

・金属鉱業 ・児童福祉事業 ３０％

・特別支援学校（専ら視覚障害者に対する教育を行う学校を除く） ３５％

・石炭・亜炭鉱業 ４０％

・道路旅客運送業 ・小学校 ４５％

・幼稚園 ・幼保連携型認定こども園 ５０％

・船員等による船舶運航等の事業 ７０％

除外率が引き下げられます。（令和７年４月以降）
Point
②



厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

Ｑ１． 障害者雇用納付金の取扱いはどうなるのでしょうか？

Ａ１． ①令和６年度分の障害者雇用納付金について（※申告期間：令和７年４月１日から同年５月15日までの間）

新しい法定雇用率（2.5％）で算定していただくことになります。

②令和８年度分の障害者雇用納付金について（※申告期間：令和９年４月１日から同年５月17日までの間）

令和８年６月以前については2.5％、

令和８年７月以降については2.7％で算定していただくことになります。

Ｑ２． 障害者を雇用する場合に活用できる支援制度はありますか？

Ａ２． 障害者雇用のための各種助成金や職場定着に向けた人的支援など、様々な支援制度をご利用いただけます。サポー

トを実施している機関は様々ありますので、まずは事業所管轄のハローワークにご相談ください。

▶「障害者雇用のご案内」：https://www.mhlw.go.jp/content/000767582.pdf

Ｑ ＆ Ａ

障害者雇用における障害者の算定方法が変更となります。
Point
③

▶精神障害者の算定特例の延長（令和５年４月以降）。

週所定労働時間が20時間以上30時間未満の精神障害者について、当分の間、雇用率上、雇入れか

らの期間等に関係なく、１カウントとして算定できるようになります。

▶ 一部の週所定労働時間20時間未満の方の雇用率への算定（令和６年４月以降）。

週所定労働時間が10時間以上20時間未満の精神障害者、重度身体障害者及び重度知的障害者につ

いて、雇用率上、0.5カウントとして算定できるようになります。

障害者雇用のための事業主支援を強化（助成金の新設・拡充）します。
（令和６年４月以降）

Point
④

▶雇入れやその雇用継続に関する相談支援、加齢に伴う課題に対応する助成金を新設します。

◆ 障害者雇用に関する相談援助を行う事業者から、原則無料で、雇入れやその雇用継続を図るた

めに必要な一連の雇用管理に関する相談援助を受けることができるようになります。

◆ 加齢により職場への適応が難しくなった方に、職務転換のための能力開発、業務の遂行に必要

な者の配置や、設備・施設の設置等を行った場合に、助成が受けられるようになります。

▶ 既存の障害者雇用関係の助成金を拡充します。

障害者介助等助成金（障害者の雇用管理のための専門職や能力開発担当者の配置、介助者等の能力

開発への経費助成の追加）や職場適応援助者助成金（助成単価や支給上限額、利用回数の改善等）

の拡充、職場実習・見学の受入れ助成の新設など、事業主の皆様の障害者雇用の支援を強化します。

※詳細が決まり次第、別途ご案内予定

Ｑ３． 法定雇用率及び除外率制度について、国や地方公共団体等の取扱いはどう変わりますか？

Ａ３． 国や地方公共団体等の法定雇用率については、令和５年度は2.6％、令和６年４月1日から2.8％、令和８年７月１

日から3.0％と民間企業と同様に段階的に引き上げとなります。除外率制度についても、同様に10ポイント引き下げ

られます。

なお、都道府県等の教育委員会の法定雇用率については、令和５年度は2.5％、令和６年４月1日から2.7％、令和

８年７月１日から2.9％となります。

https://www.mhlw.go.jp/content/000767582.pdf


●企業内の非正規雇用労働者を正規雇用労働者等に転換等させるための支援制度です。
【 対象労働者１人あたり①有期→正規： 57万円（42.75万円）②無期→正規：28.5万円（21.375万円）】

※(  )内は中小企業以外

「トライアル雇用助成金（一般トライアルコース）」

「特定求職者雇用開発助成金（就職氷河期世代安定雇用実現コース）」

「人材開発支援助成金（人材育成支援コース）」

「キャリアアップ助成金（正社員化コース）」

●職業経験が不足している求職者を試行的に雇用することにより、その適性や能力を見極め、常用雇用
への移行を図っていただく制度です。 【月額 ４万円 最長３ヶ月間】

●就職氷河期に十分なキャリア形成がなされず、正規雇用労働者としての経験が少ない求職者を正規雇用
労働者として雇い入れていただく制度です。 【対象労働者１人あたり 計60（50）万円 】

●有期契約労働者等の正社員転換や処遇改善を目的として、事業主が、計画に沿って訓練を実施した場合に、
訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を助成する制度です。
【① 経費助成：７０％ ② 賃金助成：760円(380円) ③ OJT実施助成：1訓練当たり10万円(9万円)】

・経験等 不問
・免許資格 不問又は実務経験を問わない
・雇用期間 定めなし
・年齢 不問
・備考欄に「就職氷河期世代で正社員雇用の

機会に恵まれなかった方歓迎」と記載

◆ 就職氷河期世代（35才～55才未満）の応援求人をお願いします

■不安定な仕事に就いているなど、さまざまな課題に直面している就職氷河期世代の方々に、
就労体験を通じて業種・職種に対する理解を深めていただくことを目的に実施する制度です。

■実習期間は2日～7日、１日３時間以上を目安に受け入れ人数１人当たり、最大5万5千円の
謝金をお支払いします。

●各助成金の支給要件については、愛媛労働局・各ハローワークへお問い合わせください。

事業主の皆様へ

◆バブル崩壊後の雇用環境が厳しい時期に学校卒業期を迎えたいわゆる就職氷河期世代の中には、
希望する就職ができず、現在も、不本意ながら不安定な仕事に就いている、無業の状態にある方
等がいらっしゃいます。
事業主の皆様におかれましては、就職氷河期世代の積極的な採用と人材の育成をお願いします。

● ●●● 就職氷河期世代応援求人は２種類 ●●●●

R5年度

◆ 職氷河期世代を対象にしたインターン（職場実習・体験）の受け入れにご協力ください

人材の見極め・ミスマッチの防止に！

・経験等 不問
・免許資格 不問又は実務経験を問わない
・雇用期間 定めなし
・年齢 ３５歳以上 ５５歳以下
・備考欄に「就職氷河期世代で正社員雇用の

機会に恵まれなかった方限定」と記載



事業再構築のために新たな人材の雇入れをお考えの皆さまへ

「産業雇用安定助成金（事業再構築支援コース）」を

４月１日に創設しました

この助成金は、新型コロナウイルス感染症の影響等で事業活動の一時的な縮小を余儀なくさ

れた事業主が、新たな事業への進出等の事業再構築を行うために、当該事業再構築に必要な

新たな人材の円滑な受入れを支援するものです。

※ 助成金の詳細は、「産業雇用安定助成金（事業再構築支援コース）のご案内」をご確認ください。

都道府県労働局・ハローワーク LL050331政01

助成の対象（主な要件）

助成の内容

中小企業 中小企業以外

助成額
280万円／人※3

（140万円×２期※４）

200万円／人

（100万円×２期）

助成対象期間 １年

※３ 一事業主あたり５人までの支給に限ります。

※４ 雇い入れから６か月を支給対象期の第1期、次の６か月を第2期として、６か月ごとに２回に分けて支給します。

「事業再構築補助金」の交付決定を受けた事業に関する業務に就く者で、次の①と②に該当

する者

① 次のaかbのいずれかに該当する者

a. 専門的な知識や技術が必要となる企画・立案、指導（教育訓練等）の業務に従事する者

b. 部下を指揮および監督する業務に従事する者で、係長相当職以上の者

② 1年間に350万円以上の賃金※２が支払われる者

※２ 時間外手当および休日手当を除いた、毎月決まって支払われる基本給および諸手当に限ります。また、

助成金の支給については、支払われた賃金が175万円以上の支給対象期に限ります。

労
働
者

事
業
主

① 令和５年４月１日以降に中小企業庁の実施する「事業再構築補助金」※１の応募書類を

提出し、交付決定を受けていること

※1 第10回公募要領の「物価高騰対策・回復再生応援枠」および「最低賃金枠」に限ります。また、事業計画に記載する

「実施体制」の中に人材確保に関する事項を記載した場合に限ります。

② 下記の労働者の雇入れにあたって、次のa～cの全ての条件を満たすこと

a. 雇用保険の一般被保険者または高年齢被保険者として雇い入れること

b. 期間の定めのない労働契約を締結する労働者（パートタイム労働者は除く）として雇い

入れること

c. 「事業再構築補助金」の補助事業実施期間の初日から当該期間の末日までに雇い入れる

こと

③ 下記の労働者の雇入れ日前６か月から本助成金の支給申請までの期間に、雇用する

労働者を解雇等していないこと

「産業雇用安定助成金(事業再構築
支援コース)のご案内」はこちら →

2023（令和５）年４月１日創設



１ 事業再構築補助金の応募書類の提出※１ ※1 事業再構築補助金の応募、申請先は中小企業庁です。詳

細は事業再構築補助金ウェブサイトをご確認ください。

※２事業再構築補助金について事前着手の承認を受けている場

合は当該補助金に係る応募書類の提出日の翌日以降の雇

入れが対象となります。また、事業再構築補助金の計画

変更により人材確保に関する事項を記載し承認を受けた

場合、当該承認日の翌日以降の雇入れが対象となります。

補助事業実施期間や、事前着手の承認についての詳細は

事業再構築補助金ウェブサイトをご確認ください。

※３ 各支給対象期が経過するごとに、当該支給対象期の末日

の翌日から２か月以内に支給申請書を作成し、愛媛労働

局助成金センターへ提出してください。

２ 採択審査委員会による審査・採択※１

３ 事業再構築補助金の交付申請※１

４ 事業再構築補助金の交付決定※１

５
対象労働者の雇入れ※２

（補助事業実施期間内）

6 産業雇用安定助成金の支給申請※３

７ 産業雇用安定助成金の受給※４ ※４ 支給申請書に基づき、助成金を支給します。

受給までの流れ

２か月

【支給申請期間】
第１期支給対象期の末日の
翌日から起算して２か月以内

対
象
労
働
者
の
雇
入
れ
に

係
る
日

事
業
再
構
築
補
助
金
の

応
募
書
類
の
提
出

採
択

交
付
申
請

交
付
決
定

補助事業実施期間

第１期支給対象期
（６か月間）

第２期支給対象期
（６か月間）

２か月

【支給申請期間】
第２期支給対象期の末日の
翌日から起算して２か月以内

助成対象期間（１年間）

イメージ

参考：事業再構築補助金とは？

ウェブサイトはこちら→

申請・お問い合わせ

目的：ポストコロナ・ウィズコロナの時代の経済社会の変化に対応するために新分野展開、業態転換、事

業・業種転換、事業再編など、思い切った事業再構築に意欲を持った中小企業等の挑戦を支援することで、

日本経済の構造転換を促すことを目的としています。（中小企業庁が実施）

詳細は、事業再構築補助金ウェブサイトをご確認ください。

助成金を受ける際の支給要件は、このリーフレットに記載されている以外にもあります。

ご不明な点は、下記のコールセンターもしくは助成金センターまでお問い合わせください。

※助成金の相談・申請先は（公財）産業雇用安定センターではありません。ご注意ください。

愛媛労働局 職業安定部職業対策課 助成金センター 松山市勝山町2-6-3 FJ松山ビル２階

電話番号 089-987-6370 受付時間 8:30～17:15 土日・祝日、年末年始（12/29～1/3）は閉庁しております。

雇用調整助成金、産業雇用安定助成金コールセンター

電話番号 0120-603-999 受付時間 9:00～21:00 土日・祝日も受け付けています。



https://jsite.mhlw.go.jp/for

m/pub/roudou38/zaiseki



厚生労働省愛媛労働局委託事業

令和5年度　中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業（都道府県センター事業）

「働き方改革」にお悩みの
中小企業・小規模事業者を

無料でサポートする
愛媛働き方改革
推進支援センター
を利用してみませんか？

一般社団法人 愛媛県法人会連合会〈受託団体〉

愛媛働き方改革推進支援センター
〒790-0067 愛媛県松山市大手町2丁目5-7 愛媛県法人会連合会会館1階

hataraki1@csc-ehime.jp
■受付時間/9時～17時（土・日・祝日・12月29～1月3日を除く）

フリーダイヤル 0120-005-262

愛媛働き方改革推進支援センター 検索

センターでの相談 セミナー出張相談会訪問コンサルティング

支援センターに専門家（社
労士）が常駐し、電話・来所・
メール相談に応じます。

各種団体の総会や研修会
等にて講師を派遣し、働き
方改革に関する講演を行
います。

県内の商工団体等にて、出
張相談窓口を開設します。
※ホームページに出張相談
窓口の開設日程を掲載して
います。

希望される企業へ専門家
（社労士）が直接訪問し、支
援を行います。
※原則3回（最大6回まで）

お気軽にお問合せください

ご利用いただけるサービス

愛媛働き方改革推進支援センターを利用された方の声。

経営者・人事
労務担当者の
皆様へ

ハラスメント防止のための
社内研修に、センター専門
家が講師として派遣され、
従業員への周知ができた。
（製造業）

就業規則の変更で提出基
準や法に関わる部分をプ
ロの目でチェックしても
らい、細かいアドバイス
がいただけた。（建設業）

正規雇用と非正規雇用の基
本給の差が不合理になって
いないか、職務分析・職務評
価の取組支援を行っていた
だき、賃金制度の見直しが
できた。（販売業）

2024年問題（時間外労働の
上限規制の適用）の対応に
ついて、アドバイスしてい
ただき、時間外労働の削減
に向けての取り組みのきっ
かけとなった。（運送業）

※ホームページにセミナー
開催日程を掲載しています。



時間外労働の削減、上限規制について

正規・非正規労働者の不合理な処遇改善

人材確保に向けた労務管理の改善

働き方改革にともなう助成金の活用

年次有給休暇の取得促進

就業規則・各種規定の見直し

ハラスメント防止対策の進め方

賃金制度の見直し（職務分析・職務評価）

テレワーク・時差出勤等多様な働き方について

その他（　　　　　　　　　　　　　　）

愛媛働き方改革推進支援センター

フリーダイヤル 0120-005-262

お気軽にご利用ください!

FAX089-913-5502
FAX申込書

事業所名

業種

MAIL

住所

TEL FAX

担当者
（役職）

従業員

正社員：　　　　　名　（非正社員　　　　名）

ご相談内容 （希望する項目を　 ・複数チェック可）

hataraki1@csc-ehime.jpメール

JR
松
山
駅

JR
松
山
駅
前 ビジネスホテル

あかやね

伊予銀行
松山商工会館

駐車場

愛媛働き方
改革推進
支援センター

〒790-0067 愛媛県松山市大手町2丁目5-7
愛媛県法人会連合会会館1階



お問い合わせは愛媛労働局雇用環境・均等室へ松山市若草町４番地３ 松山若草合同庁舎６階 電話番号 089-935-5222

[受付時間 ８時30分～17時15分（土・日・祝日・年末年始を除く）] 2023.5

◆ハラスメント防止のために事業主が講ずべき措置◆

就職活動中の学生に対するセクシュアルハラスメント防止の徹底を!!

令和２年６月に改正された男女雇用機会均等法等に基づく指針において、事業主は就活生等についても、

セクシュアルハラスメント防止の対象として、必要な措置を講じることが望ましいこと等が規定されてい

ます。

企業としての責任を自覚し、セクシュアルハラスメント等は行ってはならないものであり、厳正な対応

を行う旨などを、研修などを実施し社員に対して周知徹底をすること、学生と接する際のルールをあらか

じめ定めること等により、未然の防止に努めましょう。

①事業主の方針の明確化及びその周知・啓発
②相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
③事後の迅速かつ適切な対応
④併せて講ずべき措置（プライバシーの保護及び相談等を理由とする不利益取扱いの禁止）
※指針においては、就活生等に関しても、同様の取組を行うことが望ましいとされています。

労働局では、就活セクハラ等を起こした企業に対しては、行政指導により再発防止の取組を徹底していくこと
としています。

就活生等への
ハラスメント防止に向けた

効果的な取組事例

●就活生等求職者へのハラスメントに関する社員研修の実施

・採用面接前の面接担当者向け事前研修の実施

・面接官トレーニングによるハラスメント防止注意喚起の実施

●就活生等求職者と接する際のルールの策定・周知

・就活生と接する機会の注意事項を社員に周知

・所定外時間や個人的な就活生との接触を原則禁止 など

●職場におけるハラスメント対策に関しては、下記ウェブサイトにて情報発信しています。

・ポータルサイト「あかるい職場応援団」

https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/
検索あかるい職場応援団 HP

就活ハラスメント

こんな行為は許されません！

性的な冗談やからかい 食事や飲酒に執拗に誘う

不必要な身体への接触

性的な言動に対して、拒否等
したことによる不利益取扱い

性的な事実関係に関する質問

性的な関係の強要

【就活生からの具体的な相談事例】・インターンシップや OB 訪問などで食事やデートにしつこく誘われた。

・オンライン面接の時に「全身を見せて」と言われた。

・「恋人がいるのか」と聞かれた。 などがあります。

STOP!!

就活ハラスメント対策 企業事例集のご紹介
本事例集では、１０社のハラスメント防止対策の
具体的事例をご紹介しています！

https://www.mhlw.go.jp/content/11910000/001065368.pdf

必見！



 


